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1．政策形成における基本問題
§1．動態的・客体的環境条件の分析
　　一環境的強敵か，好機の女神か一
　政策主体が，政策形成にあたって，まず，はじめに取り挙げなけれぽな
らない問題は，〈何が政策形成に当っての重要問題であるのか〉，このこ
とを明確にし，認識していくことである。したがって，そのためには，政
策課題を明確に設定し，政策問題の特色，性格を明らかにしていかなけれ
ぽならない。
　ところが，政策問題を明確に設定しなければならないのであるが，その
設定において，もっとも厄介な問題が横たわっている。それは，政策を形
成し，実践していく，政策主体である組織体を取り巻いている外部的・客
体的環境という政策主体にとっての客体的条件の変化をどのように把握し
ていくのか，という問題であり，外部的環境の変化の動向を捕える問題で
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あり，政策主体の外部的環境条件に関するVision形成の問題である（1）。
外部的環境条件の変化はVision形成へのapproachである。しかも，外
部的・客体的環境条件は，複雑に変化しつづけているだけに，政策主体が
それを正確iに把握し，認識していこうとすると，それは，まことに厄介な
問題であるといわなければならない。
　とくに，現代のように科学技術の進歩が著しく，歴史が大きな転換点に
さしかかっている時代においては，政策主体である組織体を取り巻いてい
る外部的・客体的環境条件は，つねに激しく，複雑に変化しつづけている
ために，組織体が，環境条件へ自らを適応していくことは，誠に困難なこ
とがらになっている。
　したがって，政策形成にあたっては，政策主体である組織体を取り巻い
ている外部的・客体的環境条件の変化から目をそらすことなく，つねに可
能な限りの最大限の注意を払って，情報の入手に努め，環境条件がどのよ
うに変化しているのか，変化を創り出している主要要因は何であるのかを
正確に把握するように努力し，改善していかなければならない。
　政策主体である組織体を取り巻く外部的・客体的環境条件の変化は，歴
史形成の変化であり，それは技術進歩によるだけでなく，いろいろな要因，
わけても，経済的，政治的，社会的，価値的要因などによって，引き起こ
されてくる変化である。しかも，これらの諸要因が，互いに絡みあって生
じてくる複雑な複合作用による変化である。しかし，この変化は，原理論
的には，競争原理，市場原理を主軸とする経済原理＝合理性原理主導型の
変化であるか，ないしは平等原理，公平原理を主軸とする政治原理主導型
の変化であるか，この二つに大別されるω。それだけに，素早く，正確に
把握し，理解し，組織体を外部的環境条件の変化に対応させていくこと
は，極めて困難なことがらであるといわなけれぽならない。
　外部的・客体的環境条件の変化は，組織体からみるならぽ，それは，外
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部から組織体・自己の存在を否定してくる〈外部否定の矛盾〉であるかも
しれない。すなわちそのとき，それはく環境的強敵〉として組織体に迫り
くる矛盾として認識されることになる。また，外部から組織体にとっての
新たな自己発展のく好機をもたらす女神〉とも言うぺき，〈外部肯定的・
促進的矛盾〉として認識されることもある。つまり，組織体にとって，外
部的・客体的環境条件の変化は外部矛盾であり，それは外部否定の矛盾で
あったり，組織体の自己展開を誘導する促進的矛盾であったりするのであ
る（3）。
　いずれにしても，絶えざる外部的・客体的環境条件の変化は，組織体に
とって，新たな外部的・客体的環境条件への自己適応と調整を余儀なく迫
ってくる最も重要な要因であることにちがいない。
　したがって，政策形成にあたっては，これら外部的・客体的環境条件の
変化が組織体にとって，どのような意味をもち，そしてどういう重要性を
もっているのか，を明らかにしなけれぽならない。つまり，これは，赤松
理論にいう本質的動向に関する問題（4）であるが，それは，また外部的・客
体的環境条件の変化をもたらしている基本的エネルギーは何であるのか，
それを見究める問題でもある。外部的環境条件の変化が，市場原理＝経済
原理主導型の変化であるのか，それとも規制原理二政治原理主導型の変化
であるのかを見究めて，それらの変化に対して，どのように組織体を対応
させていけぽよいのか，という新しい〈Policy　Stancy＞を決定していか
なけれぽならない。
　これら外部的・客体的環境条件の変化が，現在および将来の組織体の活
動に対して，どのようなimpactを与えていくことになるだろうか。また，
これら変化が，組織体にとって新たな適応を迫り来る挑戦，すなわち促進
的矛盾として発生してくるだろうか。これらの問題に対し，的確に解答を
見出していかなけれぽならない。したがって，動態的・外部的・客体的・
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環境条件の変化をどのように把握していくべきか，そのapproachに関す
る研究と改善を進めていくことは，政策形成にとって極めて重要であると
いわなけれぽならない。
§2．政策主体の特性決定に関する問題
　政策形成にあたって，はじめに，十分に検討していかなけれぽならない
基本的問題すなわち組織体の存在意義＝存在価値を決定する要因は何か
という問題を取り挙げて，組織体の特性を明らかにすることからはじめる
ことにしよう。
　政策形成において，組織体が，自らを取り巻いている動態的・外部的・
客体的環境条件に生じている変化をできるだけすみやかに，的確に捕らえ
て，自らを適応させてこくことができるならぽ，組織体は有利な政策展開
を押し進めていくことができる。しかし，外部的・客体的環境およびその
条件の変化を把握するためのapproachと適応に関する問題は，非常にむ
つかしい研究課題ではあるけれども，政策形成にとって，解答していかな
けれぽならない。極めて重要な課題であることは，すでに指摘してきたと
ころである。
　この外部的・客体的環境および，その条件の変化の把握の問題に加え
て，さらに，政策形成において，検討していかなけれぽならない重要な基
本的問題として，政策主体である組織体の特性決定の問題（5），つまり他の
組織体と区別することのできる特性を決定する基本的要因を取り挙げて，
明確にしていかなけれぽならない。
　組織体の目的と活動領域
　＜A＞　まず，はじめに取り挙げて検討していかなけれぽならない問題
は，組織体の基本的目的は何かという問題である。そしてその目的達成に
伴う組織体の重要な活動領域は，どういう活動で，どのような範囲にわた
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っているのか。つまり，組織体の目的と重要な活動領域を明確に設定し，
十分に認識することができるように検討を加えていくことである。
　行動計画デザイン
　＜B＞　第二の問題は，組織体が，その目的を達成していくにあたって
のく行動計画のデザイン〉に関する問題である。組織体が，その目的を合
理的に，効果的に達成していくためには，堅実な行動計画をデザインし，
その行動計画に基づいて行動を展開していくことが必要である。したがっ
て，検討しなけれぽならない課題は，効率的な行動計画をどのようにデザ
インしていくのか，という行動計画デザインの問題を取り挙げなけれぽな
らない。
　資源調達とその配分
　＜C＞　第三の問題は，目的達成のため，行動計画に基づいた効率的な
行動を展開していくために必要な各種の資源調達に関する問題とその資源
を行動計画に応じて合理的に配分していく資源配分の問題である。
　さきのくB＞において取り挙げたように，組織体は，その目的のため
に，行動計画に基づいた活動を展開していかなけれぽならない。
　組織体が，計画的な活動を展開し，日的を達成していくためには，計画
的行動の展開に応じて，人的資源をはじめとして，各種の資源を必要とす
る。組織体は，どのような資源を，どのように調達していけぽよいのか。
政策決定に当っては，これらの資源調達に関する問題を明らかにしていか
なけれぽならない。そればかりでなく，調達した資源を行動計画に基づい
て，合理的に配分していくく最適資源配分〉の問題をも取り挙げて，検討
していかなけれぽならない。
　したがって，検討しなけれぽならない課題は，人的資源の問題をはじめ
として，物的資源の問題資金的資源の問題からなる各種の資源の問題を
どのように解決し，調達していくのか，という資源調達の問題とその最適
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資源配分に関する問題を取り挙げていかなけれぽならない。
　〈成果〉と〈組織体〉との関係改善
　くD＞　第四の問題は，組織体の目的達成のための行動計画の実施によ
ってえられたく成果〉－performance一と〈組織体〉との関連について，
絶えずモニタリソグを怠ることなく続けて，必要な改善を積極的に試みて
いくことである。
　組織体にとって望ましいとされる目的が，うまく達成されているか，ど
うか，絶えず確認していくためのく成果と組織体との関連〉についてのモ
ニタリングの結果から，必要があれぽ，行動計画ないし組織体そのものの
組織をも修正，改善していかなけれぽならない。
　組織体の構造改善
　〈E＞　第五に取り挙げなけれぽならない問題は，組織体についての
く構造改善の問題〉である。組織体が，将来に向って望ましい成果を達成
し，組織機能をより効率的に作動し，発揮していくことができるように，
組織体の中に，〈望ましい人間関係〉，〈グループ間信頼関係〉を構築
し，組織体が，つねに，自から新しい行動活力を生み出していくように機
能させていくため，組織体の構造的改善を試みていかなけれぽならない。
　そういう改善をつねに行なっていくには，どうすれぽよいのか，という
問題に解答していかなければならない。
　政策形成において，政策課題を設定し，解答していかなけれぽならない
基本的問題は，これら五つの問題であり，これらの問題に対して，政策形
成主体である＜policy　maker＞が，どのように解答を見出していくか，そ
れによって，望ましい政策形成が可能になってくるといってよいだろう。
§3．成果志向型組織体の政策
政策分析を進めていくにあたっては，政策形成と関連しているいくつか
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の主要で複雑な問題を取り挙げていかなけれぽならない。これらの問題を
解明していくことなくしては，政策分析を進めていくことは不可能である
といってよいだろう。
　まず，厄介なことに，政策形成と関連してくる諸々の問題は，分析処理
不可能ではないけれども，広い範囲にわたって，社会的枠組と関連してく
る問題を含んでいる。のみならず，また，いろいろな利害集団と係る問題
を伴っていることがしぼしぽである。したがって，これらの問題は，ファ
ジィで，不確実性を伴っており，問題の性質を明確にしていくことが，困
難な場合が多く，それだけに，問題を明確に分析処理していくことがむつ
かしいのである。
　ここでは，これらの複雑な政策問題を取り挙げて，政策形成の過程を明
らかにし，改善していくための政策分析はどのように展開すればよいの
か。これらの問題を中心にして分析を進めていくことにしたい。
　さらに，政策分析に焦点をあわせながら，〈成果志向型組織体〉の長期
的発展に影響を及ぼしていく，より一般的な政策形成の問題をも取り挙げ
て，分析を展開していくことにしよう。
　したがって，ここでは，社会的価値観や関心などのより広い範囲にわた
っての価値関連領域をも含くんでいるマクロ政策の問題は，直接分析研究
の対象として，取り挙げられていない。マクロ政策は，ここで，取り挙げ
られているミクロ政策の分析研究の対象となっている政策分析にとっての
重要なインプット要因として，取り扱われているにすぎない。
　政策形成が組織体におけるトップ・レベルの地位におけるひとびとによ
って形成されていくとしても，その政策形成は，組織体における内部のそ
れ以外のレベルの地位におけるひとびとの下部の政策形成や行動計画によ
っても，多かれ少なかれ，影響を受けていくのが一般的である。まして
や，政策形成が，組織体のトップ・レベルではなくとも，それに近い地位
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におけるひとびとによって決定されている場合には，その政策形成は，そ
の組織体の下部のその他の重要な政策形成に強く影響していく機会が多く
なることは明白である。のみならず，その政策形成は，その組織体全体の
諸活動に影響していく機会もまた多くなってくるので，組織体のバイタリ
ティをも大きく左右するようになることはいうまでもない。
　〈policymaker＞は，政策形成にあたって，自らの統括力が及ばないか
らといって外部環境に対して，傍観的姿勢を採るべきではなく，これに対
しても機敏に反応し，また，外部のひとびとの要求やその変化に対しても
機敏に反応し，行動していかなければならない。
　したがって，政策形成においては，組織体の内部にどのような要求が生
じているのか，その内部の特定の状況に対しても，直ちに対応することが
できるように，独自の政策形成過程を確立し，その過程を掌握していなけ
れぽならない。のみならず，政策形成においては，組織体全体の中での，
それぞれのレベルにおける政策分析と政策形成グループの役割を正しく把
握し，理解しておくことが重要である。組織体の内・外の変化や要求に対
する機敏な反応と組織体内部の各レベルにおける政策分析と政策形成グル
ープの役割に加えて，選択決定の基準を明確にして，政策効果を高めてい
くことができるように，政策分析全般にわたっての問題活動領域をも明確
にしておくことが極めて重要である。
II．政策形成過程の要因分析
　§1．政策形成過程の認識と問題
　ここでは，政策形成の過程を取り挙げ，組織体が，環境条件の変化に自
らを発展的に適応させていくための政策形成過程の諸問題について分析を
進め，その過程を明らかにしていこう。組織体は，絶えず変化し続けてい
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る外部的・客体的環境条件の変化や組織体内部の変化に，自らを動態的に
適応させていかなけれぽならない。したがって，外部的環境条件の変化か
ら生じてくる諸々の要求に対して，的確に対応し，自らを適応させていく
ための政策形成の過程は，つねに，工夫し，改善されていかなけれぽな
らない。より効果的な政策を形成していくために，政策形成の過程を工夫
し，改善していくためには，どういうapproachをしていくべきだろう
か。
　まずはじめに，より効果的な政策形成にあたっては，どのようなapproach
をしていけぽよいのか，approachの仕方の問題を取り挙げて検討してい
くべきであるが，理解しやすくしていくために，それに先だって，政策形
成過程をどのように認識していけばよいのか，またそこには，どのような
問題が存在しているのか，について明らかにしていこう。
　政策形成過程の認識に関して，検討すべき課題として，つぎの問題を取
り挙げていくことにする。
　（1）まず，第一の課題として，〈一体，政策形成とは何か〉という問題
を取り挙げよう。
　②　政策形成において，一つとして，欠くことのできない重要な政策形
成要因である組織体の，〈使命〉，〈目的〉，〈政策〉，〈戦略〉，〈プ
ログラム〉，そしてく役割〉とは何か。また，これらの要因は，互いにど
のように関連し合っているのだろうか。第二の課題として，この問題を取
り挙げ，政策形成上の重要な要因を明確にし，それら要因の間の関連性を
も明らかにしていこう。
　（3）つぎに取り挙げるべき課題は，〈戦略的にみて，組織体を構成して
いる組織構成単位とは何か〉という戦略的経済構成単位の問題である。
　（4）つづいて，政策形成の過程において，重要な意志決定ないし選択決定
は，〈どのような過程一process一と方法とによって行なわれるべきであ
　118　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（630）
　　　　　　　　　　　　　政策形成の分析
るのか〉という政策決定に関する問題を取り挙げよう。
　（5｝さらに，実際の政策形成において，選択決定は，どのようにして行
なわれているのだろうか。
　⑥　〈規範的意思決定論とは何か〉，また，〈記述的意思決定論とは何
か〉。そして両者はどのような関連性をもっているのか（6）。
§2．政策形成概念一その意味内容一
　政策形成というとき，それは，一体，　どういうことを意味しているの
か。政策分析において，政策形成概念を明確にしていくことは，極めて重
要である。したがって，ここでは，その意味内容を明らかにしていくこと
から，はじめることにしよう。
　抽象的な表現になるけれども，簡単にいうならぽ，政策形成とは，組織
体における意思決定とそれに基づくいろいろな組織体活動によって構成さ
れている動態的意思決定活動の過程であるということができる。
　もう少し，具体的に説明していくならば，組織体における意思決定とそ
れに基づいて生じてくる活動は，いろいろな特長をもっているが，主要な
ものとしてつぎの六つの特長を指摘することができる。
　まず，＜a＞広い範囲にわたって，多種多様に分岐している活動をも
ち，しかも，〈b＞長期的なVisionを必要不可欠とする活動である。そ
して，＜c＞絶えず変化していく客体的環境条件の中で，組織体にとって
の肯定的・促進的発展の好機を知覚し，それを的確に捕らえ，組織体の発
展へと活用していかなけれぽならない。さらに，〈d＞また，組織体に対
する外部否定の矛盾として迫り来る環境条件を克服していく活動であり，
加えて，〈e＞新しい環境条件に自らを適応させ，組織体の目的を達成し
ていく活動である。そして最後に，＜f＞組織体をより一層発展させてい
くため，重要な希少資源を合理的に配分し，活用していくための意思決定
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と活動を展開していかなけれぽならない。
　したがって，政策形成というとき，それは，組織体にとって，時間的に
も，空間的にも，広い範囲にわたっての高度の知的水準を必要とする意思
決定であり，活動であり，社会的・経済的・動態的過程であるということ
ができる。
　政策形成の過程を特徴づけているこれらの点について，いま，少し立ち
入って説明していくならば，政策形成についての認識と問題点を明らかに
していくことができるだろう。
　＜A＞　はじめに取り挙げているように，政策形成は，組織体と関連す
る広い範囲にわたっての意思決定といろいろな活動を必要とするというと
き，それは，まず第一に，一つの組織体の政策形成に関連して生じてくる
いろいろな活動は，ばらぼらではなく，政策形成に関連している重要な意
思決定と互いに，密接に関連し合って，はじめて意味をもってくるという
のである。
　さらに，これらの意思決定と活動は，単に関連し合っているというだけ
ではなく，組織体ないし組織体の構成単位において，組織体の目的ないし
戦略と無矛盾的に，斉合性を保つように関連づけられて，初めて意味をも
つのであって，全体的systemと関連づけられていなけれぽならない。
　仮に，組織体の下部末端組織の活動であっても，それは，組織体全体の
Systemからみて，戦略ないし目的と関連づけられて，はじめて，重要な
意味をもつ活動となってくるのである。
　＜B＞　第二に重要な点といえぽ，政策形成は，組織体に関する長期的
Visionによって，支えられた意思決定と活動による過程であるというこ
とである。
　＜C＞　第三に，政策形成は，〈絶えず変動していく客体的環境条件の
なかで，……重要な希少資源を合理的に配分し，活用していくための意思
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決定と活動からなる過程である〉というとき，その意味と内容を明らかに
していかなけれぽならない。
　政策形成に関連してくる諸々の活動は，絶え間なく変化し続けている客
体的環境条件の中で，組織体の発展を促進・助長していく肯定的環境条件
を見逃すことなく，好機として捕らえ，組織体自らを適応させ，組織体の
目的を達成していくために，積極的に展開されていかなけれぽならない。
しかも，これら活動は，重要な希少資源を使って，環境条件に働きかけ
て，マネージし，組織体にとっての発展的・促進的好機を生かしていくよ
うに，人的，資金的資源，およびその他の資源を投入していく活動でなけ
ればならない。
　したがって，政策形成の過程は，これら諸々の活動によって成り立って
いるぼかりでなく，これら活動が効果的に機能していくように，構成され
ていなけれぽならない。そこで，政策形成の過程における活動が，効果的
に機能しているかどうか，を判断し，確認していく一つの判断基準として
の効率的な政策形成過程を明確にしておく必要がある。
　＜B＞　第四に，明確にしておくべきことはといえば，政策形成は高度
の知的水準を必要とする過程であるということの意味内容である。
　政策形成過程においては，組織体の基本的な使命，広義における組織体
の目的，政策，戦略，プログラム，役割などの基本的政策構成要因が，互
いに，斉合的に関連し合っていなけれぽならない。しかも，この政策形成
過程は，これらの基本的政策構成諸要因の相互関連性を明らかにし，分析
し，選択決定していくために，高度の知的水準を必要とする過程である。
　〈E＞　政策形成は，意思決定と活動の継続的な社会的・動態的過程で
あるというとき，それは，政策形成の過程が，一時的な，一過性的なもの
ではなく，継続した社会的・動態的過程であることを意味している。
　つまり，客体的環境条件の変化，資源の変化に，組織体自体を適応させ
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て，修正していく政策を実践する継続的な動態的な意思決定と活動の過程
である。
　そこでは，しぽしば「交渉することの必要性」と「トレードオフ」の関
係が重要性をもつようになってくる。
　したがって，選択決定の過程を改善していくためには，政策形成に関連
してくる諸々の活動について，分析，検討していかなけれぽならない。明
らかに，選択決定過程を改善していくことは，組織体構成員のみならず，
市民福祉の向上にも貢献していくことはいうまでもない。
§3．基本的な政策構成要因
　組織体の使命，目的，政策，戦略，プログラム，そして役割は，政策形
成の過程における基本的諸要因である。これら基本的諸要因は，何を意味
し，また，互いにどのような関連性をもっているのだろうか，ここでは，
これらの重要問題を明らかにしていこう。
　組織体は，その運営管理のために，運営管理上の行為に対する規律
＜rule＞を明示的であれ，暗示的であれ，確立し，それに関連する行為・
行動の階層構造〈hierarchy＞を明らかにしていかなけれぽならない。
　政策形成の過程における基本的諸要因が構成する〈hierarchy＞は，①使
命，②目的，③政策，④戦略，⑤プログラム，⑥役割というように下に向
かっての順序での階層構造をなしている（7）。
　政策分析において，これらの基本的政策諸要因を区別し，これらの諸要
因の性質を明らかにしていくことは，政策形成の過程についての理解と認
識を深め，改善していくために重要である。
　政策形成，戦略形成という用語の用い方は，必ずしも，固定的，限定的
に使用されているのではないけれども，組織体における重要な政策構成要
因および活動について言及する場合に，これらの用語が用いられている。
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　政策構成要因や活動について，一般的に容認された区別がなされている
わけではないけれども，組織体の使命，目的，政策というような政策構成
要因の階層構造において，〈目的一手段〉という関係において理解し，認
識していくことは基本的に重要である。
§4．基本的使命と戦略的組織構成単位
　a，基本的使命〈basic　mission＞
　組織体が，為さなけれぽならない基本的使命とは何か。その活動範囲
は，どういう分野にわたっているのか。組織体の基本的使命を明らかにし
ていくことが，この問に対して，答えを明らかに示していくことになる。
　組織体の基本的使命を明らかにしていくことは，政策形成におけるもっ
とも重要な基本的構成要因を決定していくことである。基本的使命の決定
なくしては，政策形成は不可能であるといってよい。
　さきに分析したように，政策形成は，絶え間なく変化し続けている不確
定的な外部的・客体的環境条件の中で，外部否定の矛盾を克服して，潜在
的な発展の好機を捕らえ，新たな環境条件に自らを発展的に適応させてい
くための活動である。
　したがって，政策形成にあたっては，組織体を取り巻く外部的環境条件
についての情報，さらに組織体内部の戦略的な組織構成単位についての情
報をベースにして，また，組織体のトップの責任者や有力老，そして政策
形成最高責任者などの「考え方」や「価値観」をも考慮しながら，組織体
の基本的使命ないし方向づけについて決定していかなけれぽならない。
　ここにいう基本的使命ないし組織体の活動範囲という概念は，ビジネス
用語を用いて説明すれぽ，〈営業活動の範囲〉として説明することができ
る。そこでは，〈製品と市場〉，〈サービスと顧客〉が，営業活動の重要
な構成要因となってくるだろう。
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　余りにも広い活動範囲を基本的使命として選択し，決定するときには，
使命そのものが漠然としてくるだけでなく，組織体が発展の好機を捕ら
え，自ら発展的に適応しようと政策展開していくとき，余りにも，多くの
問題が生じ，処理困難に陥り，危険を伴うことにさえなるかもしれない。
したがって，基本的使命は，明確にしておくことが必要である。
　b．分割使命と戦略的組織構成単位
　多くの場合，より包括的な，総合的な活動分野を組織体の使命として考
えるよりも，活動分野を適当に分割し，使命をも分割して，〈分割使命〉
を考える方が，組織体にとって，目的達成上極めて効果的であり，有益で
ある。
　分割使命，すなわち分割された活動分野が，戦略的に独立した活動分野
として成り立っていくときには，これをく戦略的構成単位〉とよぶことが
できる。
　たとえぽ，外食サービス事業という使命を取り挙げて考えるとしよう。
そうすると，このとき，外食サービス事業という広い活動領域をく和食部
門〉とく洋食部門〉とに分割していくとすれば，ここで，和食事業という
のは，一つの分割使命をもつ事業であり，また，外食事業というのも，一
つの分割使命をもつ事業である。両者は環境条件が異なっており，それぞ
れ独立した活動分野をもつ戦略的組織構成単位と見なすことができる。
　したがって，この場合包括的な使命を考えるよりも，分割使命として，
戦略的組織構成単位を形成していく方が，使命達成上からして有益である
ということができる。
　どのような戦略的組織構成単位を創っていくのか。それに伴って，客体
的環境条件をどのように分割していくのか。この戦略的組織構成単位とそ
の客体的環境条件の分割部分は，組織体の将来の成長の可能性，使用者便
益，競争上の地位，コスト，マージン，競争戦略などに関連してくる問題
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を処理していくときに，極めて重要な分析対象となってくる。
§5．組織体および組織構成単位の目的
　a．〈期待されている成果〉，すなわちく目的〉と目標＜target＞
　組織体が，その使命を達成していくために，設定する目的は，つぎの①
〈期待されている成果〉と②目標くtarget＞とに分けて説明することがで
きる。
　〈期待されている成果〉，すなわち〈目的〉は，より一般的なものとし
て取り挙げられて，設定されることもあれぽ，また極めて，特殊なものと
して取り挙げられて，設定されることもある。
　〈目的〉が，より特殊なものとして設定されていれぽいるほど，〈目的〉
がどの程度まで達成されているか，どうかについて，評価し，判定してい
くことは，比較的に容易になってくるだろう。組織体の目的や目標の設定
の仕方には，必ずしも一つの考え方だけに支配されているわけではない。
　いろいろな考え方が，目的の設定に作用しているとしても差し支えな
い。たとえぽ，客体的環境条件についての大規模な分析研究に基づいて，
組織体の目的や目標が決定される場合もあれば，また，何らの調査分析も
おこなわれることなく，トップの組織体責任者の命令によって，決定され
る場合もある。
　〈目的〉，ないしく目標〉が，どのような仕方で決定されるとしても，
組織構成単位の目的と全体としての組織体の目的，そしてそれぞれの使命
との関係において，矛盾するところがあってはならない。
　これらの関係における無矛盾性をチェックし，整合性＜consistency＞を
保っていかなけれぽならない。
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IIL　政策＜policy＞と戦略＜strategy＞
§1。政策〈policy＞
　政策とは，ミクロ的には，組織体を運営管理している最高責任者，幹部
および関係者が，組織体の目的を達成していくための行為，活動について
の広義の一般的な指針であるといってよい（8）。
　したがって，政策とは，組織体が目的を達成していくための行為に関す
る指針であるということができる。たとえぽ，ある事業体が，外食サービ
スの提供を事業組織体が，活動領域にしているとしよう。そして，この事
業組織体が，外食産業上の質的サービスの向上という目的を達成しようと
しているとするならば，この組織体は，外食産業上の質的サービス活動に
ついての幅広い〈monitOring政策〉を採用していかざるをえないだろう。
　目的を達成していくには，一つ以上の政策が必要になることが多い。こ
の事例において，サービス向上という質的目的を達成していくには，この
目的達成のための，もう一つの〈monitoring政策〉を採用していくなら
ば，より効果的に目的を達成していくことが容易になってくるだろう。
　基本的使命，目的，そして政策というこれらの政策構成要因の間には，基
本的使命を達成するために政策が必要であるというように，＜hierarchy＞
の関係を構成しており，また，〈hierarchy＞の関係は，〈目的一手段〉
という連鎖関係を形成しているのである。
　さきの事例における幅広いmonitoringという政策は，その目的である
質的サービス向上を達成するために作成されていかなけれぽならない。
　さて，この組織体における基本的使命が，外食産業としてのサービス提
供であるとしよう。そうすると，基本的に政策を構成する諸要因における
hierarchy関係は，つぎのようになる。
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基本的政策構成諸要因におけるhierarchy関係
（1｝基本的使命
（2）目　　　的
（3）政　　　策
外食産業のサービス提供
質的サービスの向上
広範囲にわたっての
　　　　　　monltorlng
　〈目的一手段〉の連鎖関係は，hierarchyを構成しているので，各ステ
ップが，一つの目的に対して手段であるということを反映している。
　使命，目的，政策，そして戦略，これらすべてが，互いに関連しあって
連鎖関係が形成されているのである。
§2．戦略＜strategy＞
　政策とは，組織体が目的を達成しようとする行為・活動に対しての広義
のガイドとして定義付けることができる。
　これに対して，戦略とは，政策目的を達成するための特定の活動ないし
活動パターンとして定義付けることができる。
　戦略は，時間的に前以て，計画的に形成することもできれぽ，また，ad
hocに，その場，その場で，戦略を形成していくこともできる。たとえば，
ある組織体を事例として，取り挙げて説明しよう。
　この組織体は，円高によって，生産拠点を海外へ移転した方が有利にな
ったとしよう。そうすると，海外への生産拠点の移動に伴って，海外の
新しい事業所へ諸々の資源を分散配置していかなけれぽならない。もちろ
ん，この資源の分散配置は，戦略的行為である。また，他の組織体と鏑を
削って，競争を展開していかなけれぽならない。この競争強化の政策展開
もまた，戦略的行為である。
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　こういう戦略的行為は，具体的に，どういう形を取るかといえぽ，販売
促進競争，技術開発競争をはじめ，これら競争に対する金融措置という形
をとって展開されている。こういう政策展開の必要性から，戦略として生
じてくるのである。
　組織体は，政策目的を達成していくために，総合的戦略を形成していか
なければならない。
　総合戦略というのは，〈一群の戦略集合体〉によって形成されている。
したがって，組織体は総合戦略を形成していくために，一群の戦略集合体
を形成していかなけれぽならない。また，組織体の組織構成単位において
も，その単位戦略として，一群の戦略集合体を必要としていくのである。
　こうした戦略から生じてくる一群の戦略集合体は，組織体の使命や目的
そのものに変更を余儀なくすることもある。一群の戦略集合体は，長期的
展望に立って，つぎのような重要問題を解決していかなけれぽならない。
§3。組織体の使命および主要活動領域の分割と特定化
　たとえぽ，businessにおいては，最も適わしい製品を特定化し，市場を
分割し，特定化し，立地の適在地を選択決定していかなけれぽならない。
これと同じように，．戦略行為集合体を考えるときにも，一群の戦略行為集
合体は，社会的必要性ないし組織体の将来性，能力などから判断して，分
割使命＝分割目的を特定化し，主要活動領域を分割し，その適在地を選択
決定していかなけれぽならない。
§4．戦略展開のための技術選択と開発
技術の選択と開発の問題は，政策イソプットと政策アウトプットとを最
も効率的に結び付けようとするとき，生じてくる問題である。たとえぽ，
イソプット要因である資金や労働力をはじめ，その他のインプットを投入
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して，最も効果的にアウトプットを創り出していくための重要な要因は，
基本技術要因である。この基本技術の選択と開発に関する問題は，政策ア
ウトプット問題を考えるときにも，避けて通ることのできない重要な選択
決定問題となってくる。
§5．政策資源の分散配置
　戦略行為集合体が，効率的な戦略行為を展開していくためには，戦略展
開領域を余り拡大しないで，重点地域を選定して，主要地域を特定化し，
さらに特定化された主要地域調査に基づいて，必要な資源を分散配置して
いかなければならない。したがって，主要活動の地域の選定，特定化と効
率的戦略展開の問題は，また重要な選択決定問題の一つとなってくる。
§6．戦略展開における活動分野の合理化
　戦略展開において，一つの判断基準から判断して，どうしても満足する
ことのできない特定の活動分野が，生じてきた場合，こうした分野はしぼ
しば生じてくるのであるが，その場合，この分野をいかに即時的に切り捨
て，処理し，合理化していくかという問題が生じ，戦略展開にとって重要
な決定問題となってくる。
　組織体と関連してくる一群の戦略行為集合体を含んでいる総合戦略の合
理化は，経験的教訓に学びながら，過去から現在に至るまでの行為行動，
意思決定を総合化しながら，整合性を保っていくことである。
　さきの円高の事例においてみたように，生産拠点の一部を海外へ移転さ
せなけれぽならなくなった戦略行為は，組織体にとっては，一つの世界
的・戦略的行為の展開であり，組織体のより大きな発展的統合を目指す決
定であるということができる。この戦略行為の展開は，大規模なmonito－
ring政策が必要となり，組織体の中に計画的変化を取り入れていく体系的
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試みとなってくるだろう。
　したがって，これらの戦略行為の展開は，組織体内の内部環境について
の情報収集は，もちろんのこと，市場調査，外部的環境条件などについて
の情報を収集し，分析していくことが必要であり，重要になってくる。
IV．政策形成の構造
§1．プロゲラム＜programs＞
　プPグラムとは，特定のタイプの刺激に対して，直ちに反応していくた
めに使用されている一般的な手続処置のことである㈹。
　フロクラムというとき，一般によく知られているのは，コンピュータの
中に組み込まれている〈program＞である。これは，データを＜input＞し
て，一定の操作をすれぽ，直ちに，〈output＞が得られるようにつくら
れ，組み込まれている。
　これと同じように，組織体が，特定タイプの問題処理にあたって，直ち
に反応していく合理的な方法として，プログラムを活用していくことは，
至極当然のことである。
　たとえば，財務分析において，資金要求に関する問題が生じてきたとき
には，その問題に対して，直ちに応えていくことができるように，〈ca－
pital　budgeting　Program＞を使用しているのも，その一例である。また，
組織体における上層管理部においては，厄介な問題が生じ，その処理を求
められてくると，直ちに解答を見出し，反応していくことができるように
するために，〈problem－solving　program＞を活用しているのも，その一
例である。
　さきの戦略構成要因についての分析においてみてきたように，〈prog－
ram＞には，いろいろな〈program＞が互いに関連し合うように結合され
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て，一つの＜program－set＞を形成している。
　たとえば，〈進歩〉の状態を測定しようとするとき，時間的，資源的，質
的，量的に結び付けて測定する方法を示すように工夫された〈program＞
もある。また，組織体の活動状況について，周期的に活動状況を報告して
くる仕方，データ分析の方法，イソタビューの仕方，アンケートの取り
方，問題解決一会議の運営方法などのいろいろな方法を示している〈prO－
gram・set＞もある。
　組織体が，その目的を達成していこうとする政策展開におし，・て，いろい
ろな〈program＞を活用していくのは，当然のことであるが，今日のよう
に，外部的・客体的環境条件の変化が激しい時代に，新しい外部的環境条
件の変化にも，直ちに対応していくことができるように，新しい〈prog・
gram＞を開発していくための努力は，極めて重要である。
　したがって，これまで検討してきたく目的一手段〉という連鎖関係は，
さらに，二つの政策構成要因を付け加えて完結することができる。
　④戦略＜strategy＞
　⑤プログラム＜program＞
§2．役割〈role＞と自己責任性＜self・responsibility＞
　〈目的一手段〉という連鎖関係は，組織体を構成する上層管理部から下
層管理部，そして現場関係者へと組織体内のそれぞれのレベルに向かって
拡大されていかなけれぽならない。同時に，階層上の地位における〈役割
規定〉と〈役割成果〉を明らかにし，そしてそれぞれの地位におけるく自
己責任性〉を明確にしていくことが，組織体の活性化において，極めて重
要である。
　役割についての役割規定＜role　prescription＞は，その地位＜position＞
に期待される行為・行動パターン，職能と義務，権力，そして責任などを
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明らかにしていかなければならない。
　たとえぽ，上層管理部は，下層部が活動目的〈goa1＞ないし活動目標
くtraget＞を設定しようとするとき，下層部決定に任せておくべき重要な
要因をそうしているかどうか，チェックし，自己責任性の原則が全うされ
ているか，どうか，確認していかなけれぽならない。これは，上層管理部
の役割についての一例である。
　役割成果〈role　performance＞
　組織体は，それぞれの〈position＞において，役割成果を明らかにして
いなけれぽならない。
　役割成果というのは，組織体の中のそれぞれの〈position＞が，実際に
守るべき行為・行動パターンであり，実際に遂行すべき職能と義務につい
て，明らかにしたものである。
　たとえば，上層管理部の指導的役割成果について説明するとしよう。上
層管理部が，指導的に役割成果を挙げていくためには，部下と絶えず非公
式に接触し，会話する機会を持つことによって，部下の行為・行動パター
ンに影響力を発揮していくことができる。こういう期待に応えることがで
きるように，上層管理部は，能力を養い，重要な行動計画を維持し，発揮
していくように努めなけれぽならないのと同時に，部下に対して，その指
導的役割を果たしていくことが求められているのである。
§3．組織体構造
　組織体の構成とは何か。そしてそれはどういう役割を果しているのか。
組織体構成というのは，その組織体を構成しているメンバーの役割，そこ
に結果的に発生してくる情報，そして上層管理部からの指示などの命令・
指揮系統の流れを明確にし，結合して，組織体に絶えず活力を与えていく
という重要な役割を果しているのである。
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　役割を果たしていく場合，組織体の上層管理部，　または有力者は，使
命，目的，政策，戦略というような〈hierarchy＞構成の局面とは異なる
別の局面で，意思決定を行なっていかなけれぽならない。この局面での意
思決定においては，プログラムを使用して，直ちに，問題に対応していか
ざるをえなくなっている。
　したがって，役割成果についての問題は，組織体の政策形成構造policy
making　structure＞に関する問題であり，さらに立ち入って検討していか
なけれぽならない問題である。
　これまで取り挙げ，検討してきたく目的一手段〉という連鎖関係は，さ
らに拡充されて，つぎのようになる（1°）。
〈目的一手段〉連鎖関係
　　　　政策構成要因
（1｝使命くmission＞
（2｝目的＜object＞
（3｝政策＜policy＞
（4｝戦略〈strategy＞
（5）　プログラム〈program＞
（6）役割〈role＞
（7）能力＜capability＞
　　　具体的事例
外食産業としてのサービス
の提供
質的サービスの提供
大規模なmonitoring
評価，開発活動
問題解決会議など
チェックする役割
部下との非公式な対話とコントロ
ールする能力
　ここに例示されているく目的一手段〉という連鎖関係は，最も単純化さ
れたものである。現実には，いかに小規模の組織体であれ，組織構成単位
であっても，いろいろな環境，戦略，能力，資源などの数多くの相互関連
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要素をもっているので，遙かに複雑な連鎖関係を形成しているのが，一般
的である。
　現実に，組織体は，ただ一つの目的だけで運営されているのではなく，
いくつかの目的を持って運営されている。したがって，これらの目的は，
互いに結び付いて，一つのnetwOrkをなしている。また，目的を達成す
るための手段も一つだけではなく，いくつかの手段が互いに絡み合って，
＜network＞を形成しているのである。
　政策分析において，総合組織体，ないしその構成単位を分析し，評価し
て，基本的使命，目的，政策，戦略，プログラム，役割，能力，資源とい
うように簡単に類別化していこうとしても，実際には，それは大変困難で
ある。また，類別化することができるとしても，正確性を期することは，
到底不可能なことがらであるといってよい。しかし，これらの政策構成要
因，それぞれについての知識，さらに，これら諸要因の相互関連性を明ら
かにしていくことは，効果的な政策分析と評価を期待していくのに，極め
て重要である。
V．戦略形成における相互補完性
　§1．〈目的一手段〉という連鎖関係における無矛盾性
　組織体がおかれている状態に応じて，組織体のく目的一手段〉という連
鎖関係は，　どういう相互関係を形成しているのか，また，この連鎖関係
は，相互に支持的で，互いに補強し合う相互補完関係にあるのか，どうか，
分析，検討されなけれぽならない。これが，〈目的一手段〉という連鎖関
係における〈相互補完性〉の問題であり，〈無矛盾性の問題〉である。
　この無矛盾性の問題を検討していくには，つぎの問題点を取り挙げて，
分析し，検討していかなければならない。
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　§2．組織管理能力と戦略
　組織体を管理運営していくに当たって，最も重要視される要因は，組織
体が保有している知的財産の蓄積であり，それは，役割，品位，処置能力，
権力，知識力，すなわち組織体の知恵である。これら要因を一つに結合し
て，〈組織管理能力〉ということができる。
　組織管理能力が足りないような戦略を形成し，展開することのないよう
に，つねに，組織管理能力と形成され，展開される戦略との間には，矛盾
が存在してはならない。したがって，組織管理能力と戦略との間に釣り合
いが保たれているように，組織管理能力は，つねに開発され，その水準を
高めていくように努力しなけれぽならない。
　§3．新戦略展開と旧戦略展開におけるアンバランスの問題
　特に，戦略展開において，外部的環境条件が変化していく中で，維持
されてきた旧戦略部分と新しく追加形成展開されてきた新戦略部分との間
に，矛盾，対立があってはならない。矛盾，対立が存在してはいないか，
どうかの問題について分析，検討していかなければならない。
§4．戦略形成のための再調整
　戦略の形成に当って，データを収集していくことは重要であるが，再調
査を行なって，データを収集していくことは，戦略形成にとって有用なデ
ータを提供することになるか，どうかの問題についても検討していかなけ
ればならない。
§5．戦略体系のデザイン
ー群の戦略集合体が，効果的な戦略遂行を展開していくことができるよ
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うに，戦略は体系的にデザインされていなければならない。
　§6．意思決定とリーダーシップ
　中央集権的意思決定は，関連リーダーシップが十分に発揮されるものと
期待されるように，配慮され，リーダーシップの発揮と矛盾するようなこ
とがあってはならない。
　§7．役割成果と待遇処置
　組織体において，挙げられる成果に対する報酬，ないし給与および昇進
の取り扱いは，期待される役割成果を明確に支持し，促進していくように
処遇されていなけれぽならない。
　§8．合理的戦略選択とプロゲラム
　戦略選択決定の過程において，プログラムの使用は不可欠であるが，し
かし，基準プログラムとして操作プログラムを使用していくことが緊急時
の戦略対応において戦略上の大きな変更の妨げになっているようなことは
ないか，どうか，分析，検討していくことを忘れてはならない。
　§9．合理的戦略選択と権力構造
　いくつかの目的の選択決定において，権力が，複雑に作用して，政策的
な可能な戦略だけを選択の対象にするというようなことのないようにする
ため，権力構造が硬直化することなく，権力構造が柔構造を維持していく
ことができるように，十分に分析，検討していくことが必要である。
　これまで取り挙げてきたこれらの問題が，互いに矛盾することのないよ
うに，合理的に選択決定していくことは，非常に難しい事柄である。これ
に加えて，戦略は，外部環境の変化に応じて，絶えず形成され，実践さ
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れ，時間の経過と共に，新しい戦略が形成されていかなけれぽならないの
であるが，反面，戦略が一度選択決定されると，外部的環樟がつねに変化
しているために，それは陳腐化していく運命にある。
　戦略が変更されていくにつれて，〈目的一手段〉という連鎖関係は適切
でなければならないが連鎖関係が適切であるか，どうか，この問題は，新
たに検討されなけれぽならない。また，新しい戦略の展開にとって，組織
体の構造が適切であるか，どうか，検討されなけれぽならない問題でもあ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表1戦略の変更に伴って変化　戦略の変更に伴って・変化する　　　　　　し易い組織体の特徴
組織体の構造上の主要な特徴を表
1は，示している。
　〈目的一手段〉という連鎖関係
について論議を重ねていくことに
よって，政策分析は，複雑な政策
問題を取り扱うときに，避けて通
（1）権力の集中化，権力の分散化
②　分業の程度
（3｝　自己最適性の規模
（4〕整合性のメカニズム
（5）スタッフの性格と配置
（6）運営管理情報のシステム
（7）重要人物の性格
ることのできない情報加工についての予備的知識を学習することができる
といえよう。
　政策形成における連鎖関係の問題が，どういう性質の問題であり，どの
程度の重要性をもつ問題であるのか，これらの問題を明らかにしていくに
は，これまでに選択決定がなされてきた基準に注目し，分析，検討してい
くことが必要である。
　選択決定プロセスの問題は，つぎに取り挙げて検討するとして，この論
文では，戦略選択決定過程について簡単に説明し，いくつかの考え方を検
討していくことにしよう。
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VI．政策形成過程の改善
§1．戦略決定過程の検討
　政策効果の高い政策を形成していくためには，つねに政策形成過程は，
改善されていくことを前提にして，分析，検討されていなけれぽならな
い。政策形成過程を改善していくとしても，どのように改善していけばよ
いのか。また，改善問題にどのようにapproachしていけばよいのか。
　政策形成過程の改善に関するこれらの問題は大変にむつかしい問題では
あるが，明らかにしていかなけれぽならない。そのための第一次接近とし
て，問題解明へのapproachとその仕方を検討していくことは，極めて重
要である。
　政策形成過程を改善していくためのapproachとして，まずはじめに，
取り挙げなけれぽならないのは，戦略選択決定に関する手続措置について
の分析である。たとえぽ，政策形成における制約条件として，政策資源と
政策能力には，一定の限界がある。したがって，組織体を絶えず変化して
いる外部的環境条件の変化に適応させていくには，政策展開の領域を無制
約的に拡大し，多様化政策を展開していくことは不可能であるからして，
政策展開の領域の効率化を図っていかなければならない。つまり，効率的
な政策領域決定のための選択決定という問題を避けて通ることはできない
のである。
　したがって，政策形成過程の改善問題は，合理的政策資源能力の配分問
題である。競合的で，二老択一的な戦略ないし政策に，政策資源や政策能
力を無造作に配分していくことはできない。二者択一的戦略ないし政策の
中から，いずれか一方を選択決定していかなけれぽならない。これは，選
択決定の問題であると同時にまた合理的政策資源配分の問題でもある。
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　希少資源としての政策資源，ないし政策能力をどのようにして，合理的
に配分していくのか。資源配分の決定，ないし政策，戦略選択決定の問
題つまり，どのような方法で，また，どのような手続きを経て資源の配
分を決定し，さらに，政策，戦略の選択決定をしていけばよいのか。これ
が選択決定手続きの問題である。
§2．戦略決定過程の事例分析
　選択決定過程の問題にapproachし，明らかにしていくために，つぎの
組織体を，一つの事例として取り挙げ，分析，検討していくことによっ
て，問題点を明らかにしていこう。
　いま，組織体くA＞，＜B＞，＜C＞があり，三つの組織体ともに巨大
市場における特定の分野で，有利な活動を展開しているとしよう。
a．組織体〈A＞の戦略形成における選択決定過程の分析
　組織体＜A＞にとっての戦略形成における問題は，活動分野を多様化し
ていくべきか，ないしは，能率化していくべきか，に関しての問題である
としよう。
　そうすると，まず取り挙げるべきは，外部的環境条件についての情報収
集，情報分析，そして情報活用である。組織体＜A＞を取り巻く外部的環
境条件についての情報を収集し，他に競争的組織体が存在しているか，ど
うか，分析し，確認していかなけれぽならない。仮に，存在しているとす
るならば，どういう組織体であるのか，情報分析を通じて，明らかにして
いかなけれぽならない。
　情報分析の結果，直接，対抗していくための競争戦略を展開していくべ
きか，どうか。それとも，特定分野にエネルギーを集中化していく，〈特
定分野効率化戦略〉を採るべきか，どうか，選択決定していかなければな
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らない。
　ここで，問題になってくるのが，選択決定基準を明確化しておくことで
ある。
　選択決定の基準としては，
　（1）自己資金力
　②　技術水準と技術開発能力
　（3）組織体の規模
　（4）将来に向かっての展望〈Vision＞
を主要なものとして挙げることができる。
　まず，この組織体〈A＞は，競合的な巨大組織体と比較して，資金力が
弱いとしよう。そして規模もまた小さいとしよう。しかし，組織体＜A＞
は，得意とする技術部門をもっているとしよう。
　そうすると，組織体＜A＞の戦略選択決定は，競争相手となる巨大組織
体と直接競争する戦略を採って，組織体の活動分野を多様化していく多様
化的戦略を採用するよりも，競争を避けて，組織体＜A＞が，得意とする
技術部門を生かして，巨大な競争相手の組織体と共存していくことができ
る部門に特化し，効率化していく特化共存戦略，特定分野効率化戦略を形
成し；採用していく方が合理的戦略選択決定であるといってよいだろう。
　戦略選択決定問題における中心課題は，まず第一に，競争要因の合理的
活用である。それは，変動している外部的環境条件の中での競争要因をう
まく活用していくことができるか，どうかの検討分析であり，第二に，重
要であるのは，環境的要求への適応である。それは，その組織体の得意と
する分野で，組織体の規模，長所を分析し，環境的要求にうまく応えてい
くことができるか，どうかの問題である。’
　こうした組織体＜A＞は，内部矛盾である自らの弱点を認識した上，迫
りくる外部否定の矛盾としての環境的強敵を回避しながら，自らの長所を
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生かし，自らを発展させていくための一連の目的と行動計画を定式化し，．
資本投資を行なって，適応展開していくことができる。組織体くA＞は，
こうした戦略展開によって，潜在的内部矛盾である自らの弱点を補強しな
がら，徐々にではあるけれども，規模を拡大していきながら，有利な競争状
態を展開し，各局面の一大転換を図っていくことが可能になるであろう。
b．組織体＜B＞の戦略形成における選択決定過程の分析
　組織体〈B＞は，絶えず変動し続けている巨大な環境条件である市場に
おける一つの特定の分野において，独自の活動分野を確立しようとしてい
るとしよう。
　そうすると，この組織体〈B＞にとっての重要な問題は，まず，絶えず
変化している外部的・客体的環境条件に関する情報を収集し，徹底的に分
析し，検討を加えて外部矛盾としての環境的強敵が存在する中で，いかにし
て，独自の活動分野を形成していくために有利な戦略を展開していくかの
問題である。この問題が戦略選択決定過程の中心的な課題となってくる。
　この組織体＜B＞は，資金力が弱く，資本蓄積が弱蓄積の段階にあると
すれぽ，それは，迫りくる環境的強敵の存在が外部否定の矛盾として作用
してくるのと同時に，資本の弱蓄積は，内部矛盾として，組織体の活動に
対し，阻害的，制約的に作用していくだろう。したがって，この弱蓄積段
階の組織体が，活動分野の多様化戦略を採用していくことは，外部否定の
矛盾が存在する中でのことに，さらに弱蓄積の非能率化原則が作用してく
るので，自らの活動領域を失なっていくことになるのは明らかである。
　そこで，組織体〈B＞は，その活動分野を特定の分野に特化し，能率化
を促進していく特定分野能率化戦略を選択決定することが，最も合理的で
あるということができるだろう。
　こういう場合の戦略選択決定の基準としては，新しい知識の蓄積に加え
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て，〈経験則〉が重視され，過去に成功した貴重な戦略体験，すなわち組
織体の体験的歴史に照らして，戦略の選択決定がなされることが多い。し
たがって，基準としては，知識＋経験則＝知恵のウエイトが高くなってい
るのである。
　組織体＜B＞は，過去における戦略体験の蓄積に知識の蓄積を加え，戦
略領域を多様化しないで，効率的戦略領域を特定の活動領域に特定化して
いく，〈特定分野能率化戦略〉ないしく適材適所戦略〉の選択決定を，よ
り合理的で有利であるとして，決定していくだろう。
c．組織体〈C＞の戦略形成における選択決定過程の分析
　組織体くC＞は，組織体＜A＞，＜B＞と異なって，イメージ戦略を採
るとしよう。そうすると，組織体〈C＞は，イメージ戦略を採って，多様
化している活動領域をも組織体の一貫したイメージと結び付けていかざる
をえないだろう。
　たとえぽ，組織体のあらゆる活動領域を特定のイメージ，すなわち，
〈知的財産権を集積し，環境に優しい都市生活を創造する哲学〉と結び付
けようとする戦略を選択決定することによって，イメージ戦略を形成して
いくのである。
　これら＜A＞，＜B＞，＜C＞の事例が示唆している最も重要なこと
は，組織体の全体的戦略形成を考えるとき，必要不可欠であるのは，強力
な洞察力〈Vision＞である。
　全体的戦略形成において，どの分野を重要な戦略分野として，取り挙げ
ていくぺきであるのか。この根本問題に対して明確な解答を与えていくに
は，強力な〈Vision＞なくしては不可能である。さらに加えて重要なこと
は，戦略選択決定過程において用いているくframewOrk＞の具体的像を明
確にしていくことである。
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　一般的にいって，政策形成過程において何をなすぺきか，という政策論
におけるapprnachの仕方には，概念的規定に相違はあっても，有効な組
織体の戦略形成に当たって，守るぺき＜framework＞を与えようとしてい
る点では共通している。
VII．結 び
　政策形成は，論理的にいうならぽ，それは，戦略決定であり，総合的・
合理的計画決定でもある。組織体が，絶えず変動している外部的環境条件
の中で，政策資源，政策能力を組織体の目的に合致するように配分し，適
材適所戦略を展開していけぽ，やがて強力な競合的組織体を確立していく
ことができるだろう。もちろん，そのためには，多様化戦略を展開してい
かなけれぽならないので，組織体は，直面する組織体内外の環境条件につ
いての厳密な分析と検討を避けて通ることはできない。
　戦略形成にあたって，組織体の長所と短所を十分に認識した上で，選択
決定にあたっていけぽ，多様化戦略を採るよりも，特定分野能率化戦略を
選択決定していく方が，遙かに，独自の競争力を強化し，発揮していくこ
とができる場合がある。
　ここで，これまでの分析，検討から，戦略形成過程における重要な四つ
のポイントを指摘することができる。
　（1）戦略形成過程の第一局面においては，いろいろな目的を一つに束ね
　　て，より一般的な目的に纏めあげていくことである。
　②　第二局面においては，変動している外部的環境条件の中で，組織体
　　にとって，特に，有利で，得意な領域と不利で，得意でない領域とを
　　識別していくことである。
　（3｝第三局面においては，第一局面，第二局面の分析と矛盾しない合理
　（655）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　143
政経論叢　第63巻第2・3号
的行動計画を定式化していくことである。
（4）最後に，組織体が確実な戦略成功へと展開していくために，戦略形
成の全過程において，一貫した．〈戦略評価基準〉を作成していくこと
である。
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